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○糸数慶子君 無所属の糸数です。 

 私は、無認可共済についてお伺いしたいと思います。 

 まず、本年四月からの改正保険業法の施行によりまして、無認可共済は通常の保険会社若しくは

少額短期保険業者のいずれかに移行することが義務付けられることになります。 

 実は、昨年来、無認可ではありますが、まじめに自主的に健全運営されている共済の各団体や、

これに加入されている人たちからも数多くの要請文が届いております。また、金融庁の方にも何度

も陳情に行かれたと聞いておりますが、それは一言で申しますと、自主的に健全経営している実績

ある共済は適用除外にしてほしい、あるいは消費者保護の名目で保険業と同列にみなして一律に規

制することは法改正の趣旨に反するのではないかというものでございます。 

 三月十日に法律の施行期日を定める政令、改正施行令の政令が公布されていますが、これらの政

省令については、金融庁では十二月の二十八日から一月の二十七日までこれはパブリックコメント

を求めて、三月九日にコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方を発表されていることは私

も承知いたしております。 

 金融庁としては、これらの多くの共済の皆さんの懸念を払拭できたというふうにお考えでしょう

か、御答弁お願いいたします。 

○政府参考人（三國谷勝範君） お答えいたします。 

 保険業の定義からの除外を要望されております共済団体の方々とは、これまでも繰り返し面談を

重ねまして継続的に御意見や御要望を伺ってきたところでございます。 

 その中で、一つは昨年、保険業法を改正し、およそ保険の引受けを行う者につきましては、その

契約者を保護し、健全な運営を確保するために必要な規制の対象とすることとしたこと、次に、こ

うした法改正の趣旨からすると、新たな改正保険業法の対象となる団体には必要な対応を取ってい

ただくことになること、移行に当たりましては私どもとしてもよく御相談に乗ってまいりたいとい

う具合に考えていることを繰り返し御説明してきたところでございます。 

 今後とも、こうした皆様方が新制度へ円滑に移行し、契約者保護等が図れますよう、それぞれの

事情をよく伺いながら相談に乗ってまいりたいと考えているところでございます。 

○糸数慶子君 今お答えございましたが、この政令公布後も要請は続いているわけでして、これは

懸念が払拭されたとは言えないというふうに思います。 

 次に、知的障害者の入院互助会や、様々な問題から一般の保険に加入することのできない人々を

支援する共済がありますが、このような共済は掛金の負担増などの問題によって少額短期保険業者

に移行することが困難であるため、その存続が危ぶまれるという大変な深刻な状況に置かれている

というふうに聞いております。 

 金融庁はしっかりと実態を把握されて、今回の施行令改正の中でこのことについて配慮されたの

でしょうか。 

○政府参考人（三國谷勝範君） 知的障害者の互助会が長年にわたりまして有意義な活動をされて

きたことは私どもも十分承知しております。 

 昨年来、互助会の方々からも面談などを通じまして継続的に御意見や御要望を伺ってきたところ

でございます。 



 これらを踏まえました上で、知的障害者の互助会に限りませず、現在共済を行っている団体の中

には小規模に運営されているところもあることに配慮いたしまして、保険業法施行令改正におきま

して、一つは、相手方とする者の総数が五千人以下の場合に、もう一つは、施行日から七年間、三

つ目は、少額短期保険業者に係る最低資本金、純資産額、供託金につきまして、これを一千万円を

五百万円とする、そういった経過措置を設けたところでございます。 

 こういった経過措置なども活用いたしまして、共済を行っている方々が新制度へ円滑に移行し、

健全な運営と契約者保護等が図れますよう、今後ともそれぞれの事情をよく伺い、相談に乗ってま

いりたいと考えております。 

○糸数慶子君 御答弁いただいたとおりなら、どうして知的障害者の入院互助会の皆さんの御心配

はほとんど解消されましたと言えないのでしょうか。 

 三月九日のコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方の「一、保険業の定義から除かれる

もの関係」の中で、「民間の保険会社に相手もされず、自分達ではどうすることもできない知的障

害者の入院互助会を本法律で規制することは、知的障害者の自立の手段を、社会的弱者の自立支援

を促すとうたった政府自らが潰してしまうことになりはしないかと危惧している。保険業法施行令

第一条の三に「知的障害者の入院互助会」を加えてほしい。」というその意見に対して、金融庁の

回答は、「検討の結果、「保険業」の定義から除外することは困難と考えます。」という大変そっけ

ないものになっていますが、それでは皆さんを納得させることはできないのではないかと思います。 

 今回の保険業法の改正は、悪質な業者を排除するのが目的であって、問題のない健全経営を行っ

ている共済が円滑に移行できないということになれば、これはもう本末転倒になってしまいます。 

 この法律と直接関係ありませんが、実は沖縄におきまして模合というのが今でも多くの人々の間

で盛んに行われています。これは一種の頼母子講みたいなものなんですが、沖縄ではユイマールと

いうお互いに助け合っていく互助の精神というのがこの模合の中に生かされています。私は、この

互助の精神、自治の精神を生かした共済に対しては規制を掛けないのがこの保険業法の一つの理念

だと考えますが、与謝野金融担当大臣の御見解をお伺いいたします。 

○国務大臣（与謝野馨君） 各党の方と障害者団体の方、何度も金融庁に来られまして、保険業法

の適用除外はできないかということを随分我々も検討いたしました。しかし、残念ながら、一律に

法の網をかぶせざるを得ないという結論になりましたけれども、やはりその際、そういう仕事が成

り立っていくために何ができるかということで、用意すべきお金一千万円を五百万円にしましょう

とか、我々としてはできる限りの工夫をしたつもりでございますし、今後とも、そういう方々には

申し上げてございますけれども、どういうことでも我々としては御相談に乗りたいと、こういうこ

とを申し上げてきたところでございます。 

 そういう方々の主張されていることも私としては十分分かりながら、やむを得ない選択を取った

ということを是非御理解をしていただきたいと思っております。 

○糸数慶子君 先ほども申し上げましたけれど、やはりこの保険業法の改正に関しては悪質な業者

を排除するのが目的であって、本当に問題のない健全経営を行っている、共済が円満に行われてい

るところに対するやはり温かい手を差し伸べていくということだけは是非今後とも協議をしてい

ただきたいというふうに思います。 

 大臣はこれから別日程がおありのようでございますので、御退席をどうぞ、よろしくお願いいた

します。 

 


